


別記様式第二

令和○年度における成果活用促進事業者等の業務の実施状況報告書
○○○第○号
年 月 日
文部科学大臣 氏名 殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　

　○年○月○日付け文科○第○号において認可を受けた出資の相手方である成果活用促進事業者等の成果活用促進事業等の令和○年度の実施状況を下記の通り報告します。

記

１．成果活用促進事業等の実施の状況

２．国立大学等における学術研究の特性等への配慮の状況

３．民間事業者等への配慮の状況

４．成果活用促進事業等の運営に伴う令和○年度における収入及び費用の実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：千円）
	

	
令和　年度実績
	
当初予定
	
差異

	営業収入（Ａ）
○○収入（ａ）
その他収入（ｂ）
	



	



	




	営業費用（Ｂ）
人件費（ｃ）
○○経費（ｄ）
その他経費（ｅ）
	




	




	





	経常利益（Ｃ＝Ａ－Ｂ）
	

	

	


	法人税等（Ｄ）
	

	

	


	税引後損益（Ｅ＝Ｃ－Ｄ）
	

	

	


	累積損益（Ｆ）

	

	

	



（注）　本表の項目は一つの例を示したものである。項目については、提出されている別記様式第一別表３の項目に合わせること。

５．成果活用促進事業等の実施に必要な資金の令和○年度における調達実績
                                                    　　　　　　　　　　　
　　　（単位：千円）
	

	
令和　年度実績
	
当初予定
	
差異

	内部留保計（Ｇ）
経常利益（Ｃ）
償却費戻入（ｅ’）
支払税等（Ｄ’）
	




	




	





	財務収入計（Ｈ）
出資金（ｆ）
国立大学法人からの出資金（ｇ）
その他出資金（ｈ）
○○収入（ａ’～ｂ’）
借入金（ｉ）
	







	







	








	財務支出計（Ｉ）
創業費（ｊ）
設備投資（ｅ’’）
借入金返済（ｉ’）
	




	




	





	財務収支（Ｊ＝Ｈ－Ｉ）
	

	

	


	期末現金残高（Ｋ＝Ｇ＋Ｊ）
	

	

	


	借入金残高（Ｌ）

	

	

	



（注）　本表の項目は一つの例を示したものである。項目については、提出されている別記様式第一別表３の項目に合わせること。

６．成果活用促進事業等以外の事業を同一の主体が併せて営む場合は、その成果活用促進事業等以外の事業の実施の状況や財務に関する状況

７．出資の相手方である成果活用促進事業者等に、子会社、関連会社その他の資本関係を有する会社（承認 TLO及び認定特定研究成果活用支援事業者を除く）がある場合は、本様式を準用し、当該会社における事業の実施状況について報告をするとともに、当該会社の定款その他の基本約款を提出すること。ただし、当該定款その他の基本約款に前年度から変更がない場合は、その提出を省略することができる。

（備考）　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
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